
「議会改革・運営ビジョン」一覧

市議会の方向性
〔議会活動・運営をどうしていく〕

手段・手順・方法
〔どのようにして〕

達成時期等
〔いつまでに〕
・残された課題

実践してい
く場・組織

議員間の自由討議
の実現

・議員による質疑と執行機関
側の答弁に終始しがちで、
議員同士の討議がなされて
いない。議決に対して責任を
持つためには、議員同士が
しっかり議論を行うことで、こ
れまで以上に意見集約をし
掘り下げていくことが必要

・論点や課題など合議体の議会
として同じ方向性を見出し、意志
をまとめるとともに、多様な意見
を代表する議員として、質疑や討
論に加え討議による経過や議決
の結果を市民に十分説明するた
め、議員間の自由討議を実施す
る
・自由討議の位置づけを明確に
して実践していく

・常任委員会を中心に、行政評価、
議会報告会、議決事件等におい
て、議員間の自由討議を実施して
いく
・委員会の議案審査において議員
間の自由討議を行う場合は、論点
や争点が明らかな場合に限って、
①委員の動議　②委員長の判断
によって行う
・政策的な課題に係る議員間の自
由討議については、「全員参加型
の（仮称）政策討論会」のプロセス
を経る

・平成24年度
中における条
件整備及び実
施時期の明確
化

・新たな組
織で課題整
理
↓
・委員長会
↓
・常任委員
会

政策形成のための
システムづくり

・議員提出による条例等の合
意形成の手順は規定されて
いるものの、市民の意見等を
政策に反映していくための仕
組みや討議の場がないた
め、政策立案型の議会に
なっていない

・政策形成サイクルのステップと
して、「全議員参加型の（仮称）政
策討論会」を設置し、議員間の自
由討議により、情報の共有化を
図るとともに、合議体の議会とし
ての政策立案能力を高める

・常任委員会活動（議会報告会・行
政評価・議案審査以外の対応）及
び会派活動、自治法第112条によ
る政策立案、もしくは、政策提言を
しようとする場合は、（仮称）政策討
論会を開催する
・条例づくりを行う議会議案検討委
員会においては、自治基本条例で
規定している市民参加の仕組みを
実践する

・平成24年度
中における条
件整備及び実
施時期の明確
化

・どんな時に
どのようにし
て実施するの
かが課題

・新たな組
織で課題整
理
↓
・常任委員
会
・（仮称）政
策討論会

実現方策等
大項目 中項目

市議会の責
務
(第22条)

議決の権限を
行使し、市民の
意思を的確に
反映

検討すべき項目
現状と課題及び

検討すべき項目とした理由
等

〔現在ある状態〕
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「議会改革・運営ビジョン」一覧

市議会の方向性
〔議会活動・運営をどうしていく〕

手段・手順・方法
〔どのようにして〕

達成時期等
〔いつまでに〕
・残された課題

実践してい
く場・組織

実現方策等
大項目 中項目 検討すべき項目

現状と課題及び
検討すべき項目とした理由

等
〔現在ある状態〕

自治法第９６条第
２項による議決権
の拡大（政策決定
領域の拡大）

・重要な政策課題について
は、議決事件を追加すること
で、政策決定過程に議会が
責任を持ち、執行機関側と
切磋琢磨する必要があるた
め

・地方自治法第９６条第２項によ
る議決権の拡大を進める

・議決の対象とする個別計画につ
いては、議決の権限が及ぶかどう
か、また、議決が及ぶ場合は、どこ
まで議決すべきか、個別に研究を
行い対処する
・法定に基づく計画であるか、条例
で長が定めることを規定している計
画か、担当課へ照会する

・平成24年度
中における実
施時期の明確
化

・新たな組
織で課題整
理
↓
・全協にお
ける協議
↓
・議運にお
ける決定

通年議会導入に向
けた検討

・地方自治法の改正により通
年議会の選択制が導入され
ることから、メリット、デメリット
を明らかにし、議会としての
対応を明らかにする必要が
ある（先進地事例に四日市
市議会及び三重県議会があ
る）

・地方自治法の改正を視野に、
通年議会導入に係る研究を深め
ていく

・通年議会を導入した場合のメリッ
ト及びデメリットの洗い出しを行う

・平成25年５
月以降（次期
改選以降）に
検討
・自治法改正
に伴う情報収
集が当面の課
題

・新たな組
織で課題整
理
↓
・導入の場
合は議運
の決定が
必要

市民との対話の場
の拡充（議会報告
会・意見交換会・団
体等との懇談・市
民会議との懇談な
ど）

・市民との対話の場を増やし
ていくことが、議会への住民
参加を促し、市民の意思を
政策等に反映させることにつ
ながる

・現在ある市民との対話の場の
充実を図る

・現在行っている議会報告会や各
種団体との懇談等の検証を行う

・平成24年度
中における実
施時期の明確
化
・政策的な課
題等に係る市
民との情報共
有の在り方が
課題

・委員長会
↓
・常任委員
会
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「議会改革・運営ビジョン」一覧

市議会の方向性
〔議会活動・運営をどうしていく〕

手段・手順・方法
〔どのようにして〕

達成時期等
〔いつまでに〕
・残された課題

実践してい
く場・組織

実現方策等
大項目 中項目 検討すべき項目

現状と課題及び
検討すべき項目とした理由

等
〔現在ある状態〕

執行機関の活
動を監視、評
価

市民の意見を反映
した行政評価の確
立と行政評価の決
算・予算審査への
連動

・市民の意見を反映した行政
評価が必ずしもできていない
ことから、検証を行う必要が
ある
・行政評価により事業の優先
順位を決め、大胆な見直し
や中止を行わないと、限られ
た財源の中で、市民ニーズ
に対応していくことができな
い。
・財政破綻を未然に防いだ
り、後世に負担を強いること
がないようにしていくことが議
会の役割（責務）でもある

・行政評価による事務事業の「選
択と集中」の実現を図り、議会と
しての監視機能を高める

・関係する現場の状況を視察等に
より常に確認する
・長期的な視点に立って、公会計
制度、無駄の排除、財政規律の観
点等、財政をマクロに捉え評価を
行う

・平成24年度
中における条
件整備等の実
施

・議員の長期
的な視点の共
有化が課題

・新たな検
討組織で課
題整理
↓
・委員長会
↓
・議運
↓
・常任委員
会

常任委員会単位に
おける調査研究の
充実と政策立案機
能の向上

・議会が追認機関といわれな
いようにするためには、委員
会活動を充実させ、政策立
案により、執行機関側と切磋
琢磨し、二元代表制としての
議会の役割を明確に示して
いくことが求められている
・常任委員会による先進地視
察や調査研究を政策立案に
結びつけることが求められて
いる

・常任委員会の調査研究の充実
を図るとともに、政策立案能力を
高める

・所管事務調査（管内・管外視察）
の結果について、委員間の自由討
議を行い、今後どのように市政に
活かしていくか、具体的な方向付
けを行う

・平成24年度
中における実
施時期の明確
化

・委員長会
↓
・常任委員
会

政策の立案、
提言内容の充
実を図るため
の調査研究活
動
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「議会改革・運営ビジョン」一覧

市議会の方向性
〔議会活動・運営をどうしていく〕

手段・手順・方法
〔どのようにして〕

達成時期等
〔いつまでに〕
・残された課題

実践してい
く場・組織

実現方策等
大項目 中項目 検討すべき項目

現状と課題及び
検討すべき項目とした理由

等
〔現在ある状態〕

常任委員会活動を
充実させるための
複数所属制の検証

・調査研究を充実させ、政策
立案ができるようにするため
には、専門性を高め、市民の
意見等を反映させることがで
きる委員会へ脱皮していくこ
とが求められており、現在の
委員会のあり方を検証する
必要がある

・複数所属制の検証を行い、見
直すべきとの意見が多かったが、
一方で継続との意見もあったた
め、これまでの検証経過を明らか
にするとともに、当分の間は、現
状を維持することとした

・しかるべき機関等において、引き
続き議論を深めていく

・平成24年度
中に結論を出
す

・新たな組
織で課題整
理

自治法第１００条
の２による専門的
知見の活用
公募市民や外部有
識者が参加する機
関の設置と調査検
討

・外部のアドバイザーのサ
ポートを受け、議会の政策形
成の補佐的機能を充実さ
せ、政策立案ができるように
する必要がある
・調査機関を設置することで
調査・研究を充実させること
ができる

・具体的な事例が発生した段階
で、必要に応じて積極的に活用し
ていく

・条例づくりを行う議会議案検討委
員会においては、自治基本条例で
規定している市民参加の仕組みを
実践する

・必要に応じ
て実施

・常任委員
会
↓
・実施の場
合は議運
において決
定

賛否の公開

・議員個々の賛否が合議体
としての議会の審議結果に
つながる。政策決定過程に
議会が責任を持つために
は、賛否に至る経過や理由
等を市民に伝えていかなけ
ればならない

・賛否の公開については、関連記
事を議会だよりに掲載する

・本会議において賛成討論・反対
討論があった場合は、討論の経過
等を掲載する
・委員会での賛否の討論内容は、
委員会のページで掲載する

・平成24年6月
から実施（平
成24年第2回
定例会の議会
だよりから）

・議会だよ
り編集委員
会

開かれた議
会運営
(第23条)

市議会が保有
する情報の公
開
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「議会改革・運営ビジョン」一覧

市議会の方向性
〔議会活動・運営をどうしていく〕

手段・手順・方法
〔どのようにして〕

達成時期等
〔いつまでに〕
・残された課題

実践してい
く場・組織

実現方策等
大項目 中項目 検討すべき項目

現状と課題及び
検討すべき項目とした理由

等
〔現在ある状態〕

議員による議会
ホームページへの
関与

・現在、事務局職員が作成し
ているホームページに議員
が関与していない。的確なタ
イミングで適切な情報を市民
に伝えていくことができるよう
組織的に議員が関与する仕
組みを構築する必要がある

・議会だより編集委員会がホーム
ページの編集に関与していく

・編集委員会において、議会事務
局職員が入力した掲載内容等を協
議し、掲載について決定する

・平成24年度
中における条
件整備及び実
施

・議会だよ
り編集委員
会

議案・会議資料の
事前公開
審査後の資料公開

・可能な範囲で傍聴者に対
する資料配布しているもの
の、事前と事後を含めて、
ホームページ等で資料の公
開をしていないため、何が審
査されているのか十分に伝
わっていない

・事前の公開については、告示議
運で内定した議会日程と議案の
項目のみ公開する
・本会議及び委員会、委員会協
議会における審査後の資料公開
は従前どおり、ホームページ等で
会議録として公開

・告示議運で内定した事項につい
ては、定例会開会日前に公開する

・平成24年度
中における実
施時期の明確
化

・議会運営
委員会

委員会の自由傍聴
の実現

・委員会の傍聴については、
許可制となっている。だれも
が希望すれば可能な状態で
はあるが、会議の市民への
公開の観点から、本会議と同
様に自由に傍聴できる環境
づくりを進めていく必要があ
る

・委員会の傍聴は自由傍聴とす
る

・委員長の権限に係る条文等の具
体的なルールづくりについては、先
進地事例等を参考に、次のステッ
プにおいて検討する場を設け明ら
かにしていく

・平成24年度
中における条
例改正等の道
筋の明確化

・新たな組
織で課題整
理
↓
・議運にお
いて決定

会議及び委員
会等の公開
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「議会改革・運営ビジョン」一覧

市議会の方向性
〔議会活動・運営をどうしていく〕

手段・手順・方法
〔どのようにして〕

達成時期等
〔いつまでに〕
・残された課題

実践してい
く場・組織

実現方策等
大項目 中項目 検討すべき項目

現状と課題及び
検討すべき項目とした理由

等
〔現在ある状態〕

インターネットによ
る映像配信

・インターネット社会におい
て、インターネットを活用した
映像配信は、各議会におい
て標準装備となってきてい
る。限られた経費の中で可能
性を模索する必要がある

・インターネットの録画配信に向
け取り組んでいく

・実施時期については、財政的な
課題解決によるところが大きい

各種会議のテレビ
中継の実施

・常任委員会及び特別委員
会のテレビの録画撮りについ
ては、委員長許可により対応
しているが、テレビ中継は導
入されていないため、今後検
討を要する

・費用対効果の観点から実施は
困難

・実施時期については、先送りとす
る

議会報告会の継続
実施に向けた根拠
づけ

・議会報告会の開催の拠り所
を、自治基本条例としている
ものの、条例からは、何のた
めに、いつまで、どうして行っ
ているかが読み取りにくい
・議会活動等を担保できる新
たな規定について検討する
必要がある

・議会の構成が変わっても、議会
報告会を継続していくことができ
る方法や仕組み等について研
究・検討を行っていく

・平成24年度
中に結論を出
す

・新たな組
織において
検討

広報・広聴委員会
の設置（案）と役
割・機能等の明確
化

・市民の意見を議会活動に
反映していくためには、広聴
機能を強化する必要があり、
担当する委員会の役割と機
能を明確にする必要がある

・従来の広報機能に加え、新たに
市民の意見等を政策に反映させ
るため、広聴機能を有する「広
報・広聴委員会（案）」を設置する

・議会だよりの編集発行、議会ホー
ムページの編集、議会報告会等の
企画・運営を担うとともに、調整機
能を果たしていく

・平成24年度
中における実
施時期の明確
化

・位置づけと
規約等の整備
が課題

・新たな組
織で課題整
理
↓
・議運決定

議会活動の市
民説明と情報
の共有化
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「議会改革・運営ビジョン」一覧

市議会の方向性
〔議会活動・運営をどうしていく〕

手段・手順・方法
〔どのようにして〕

達成時期等
〔いつまでに〕
・残された課題

実践してい
く場・組織

実現方策等
大項目 中項目 検討すべき項目

現状と課題及び
検討すべき項目とした理由

等
〔現在ある状態〕

子どもたちによる
傍聴の学校側への
働きかけとその実
現

・議場で二元代表制としての
議会の様子を体感すること
で、子どもの頃から市政に関
心を持ってもらう

・傍聴対応については、教育委員
会等と調整し、各学校に働きかけ
る

・小中学校のニーズを確認する。
・カリキュラムの設定等の受け皿づ
くりを検討し用意する

・平成24年度
中の検討・調
整

・新たな組
織で課題整
理
↓
・議運にお
いて決定

市民向けの政務調
査費及び委員会管
外視察の報告の実
施

・市費による調査活動等の市
民向けの報告を行い、目的と
その成果を明らかにすること
で、市民の議会活動に対す
る理解を進める
・現在実施している政務調査
の報告会への市民参加等も
合わせて模索する

・市民向けの政務調査費の報告
については、本会議場で全員協
議会において報告する

・報告の市民周知については、報
道機関等あらゆる手段を用いて、
市民による傍聴を実現する。
・委員会の管外視察の報告書は委
員長が作成し、ホームーページで
公開するとともに、議会報告会にお
いて委員会活動の一環として報告
する

・平成24年3月
から実施

・各会派
・常任委員
会

議長による記者会
見の実施

・合議体としての議会が何を
したのか、何をしようとしてい
るのか発信力が弱いため、
必要に応じて情報発信を行
い、市民の理解を得る必要
がある

・必要に応じて、議長による記者
会見を実施する

・実施にあたっては、委員長会、議
会運営委員会などで内容等を協議
した上で実施する
・記者会見の際の委員長等の同席
については、必要に応じて対応して
いく

・条件が整っ
た段階で実施

・システムづく
りが課題

・その都
度、議運等
において協
議

市民モニター制度
導入による市民参
加と議会活動への
意見反映

・議会に対する市民の関心
は低く、議会活動への市民
参加が進んでいないことか
ら、市民モニター制度によ
り、議会に関心を持ってもら
い、市民の声を直接議会活
動に反映できる体制づくりを
進めていく

・早期の導入は見送る
・今後、設置を想定している「広報・
広聴委員会」において、手法等も
含め検討していく

・平成25年5月
以降（次期改
選期以降）に
検討

・新たな組
織で課題整
理
↓
・広報・広
聴委員会
↓
・議運で決
定

議会活動への
市民参加
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「議会改革・運営ビジョン」一覧

市議会の方向性
〔議会活動・運営をどうしていく〕

手段・手順・方法
〔どのようにして〕

達成時期等
〔いつまでに〕
・残された課題

実践してい
く場・組織

実現方策等
大項目 中項目 検討すべき項目

現状と課題及び
検討すべき項目とした理由

等
〔現在ある状態〕

請願・陳情者の説
明機会の保障

・請願・陳情審査において、
請願・陳情者による説明の機
会を設けることで、情報の共
有化により適切で充実した審
査を行うことが可能となる

・請願及び陳情者の趣旨説明に
ついては、当該案件が付託され
た委員会が必要と認めた場合に
限り、参考人制度を活用して機会
を保障していく

・紹介議員の趣旨説明は、会議規
則どおり委員会で必要と認めた場
合に行うが、事前の委員会への文
書等による申し出等を行う
・請願及び陳情者の趣旨説明につ
いては、当該案件が付託された委
員会が必要と認めた場合に限り、
参考人制度を活用する

・平成24年度
中における条
件整備

・規則・条例等
の改正が課題

・新たな組
織で課題整
理
↓
・議運で決
定
↓
・委員長会
↓
・常任委員
会

参考人制度の積極
的活用

・委員会において、当該団体
の事務に関して、調査・審査
のために当事者や利害関係
人、学識経験者からの意見
を求めることで、より適切な審
査が可能となる

・委員会審査及び調査を充実さ
せるため、参考人制度を積極的
に活用する

・参考人制度の活用については、
委員会予備日を活用し実施してい
く
・また、案件によっては、閉会中の
継続審査の申出を行い対処する

・必要に応じ
て実施

・常任委員
会

市民アンケートの
実施

・議会に対する市民の率直な
意見や考え等を知ることで、
日常的な議会活動を診断し
総合点検を行うことができる
・市が実施している市民アン
ケートに議会に関する項目を
追加するなどの方法がある

・議会改革につなげるため、目的
と内容を明確にして、市民アン
ケートを実施する

・必要な時期に必要な方法により
実施する

・新たな組
織で課題整
理
↓
・広報・広
聴委員会
↓
・議運決定

公正中立な職
務と遂行

検討すべき項目な
し

・検討項目であった「議長に
よる定例記者会見の実施」に
ついては、第２３条へ移行さ
せたため、検討すべき項目
なし

市議会議長
の責務
(第24条)

8



「議会改革・運営ビジョン」一覧

市議会の方向性
〔議会活動・運営をどうしていく〕

手段・手順・方法
〔どのようにして〕

達成時期等
〔いつまでに〕
・残された課題

実践してい
く場・組織

実現方策等
大項目 中項目 検討すべき項目

現状と課題及び
検討すべき項目とした理由

等
〔現在ある状態〕

円滑かつ効率
的な議会運営

検討すべき項目な
し

議会事務局職
員の適切な指
揮監督

議会の意向を実現
できる事務局体制

・議会の専門性を高め、議会
活動を充実していくために
は、そのことをサポートする
議会事務局職員の体制を強
化する必要があり、議会の意
向が実現できるように対応し
ていく

・議会運営ビジョン一覧（案）を実
現するため、事務局体制を強化
していく

・事務局体制に係る人事につい
て、議長として市側と協議の場を設
ける

・毎年12月 ・議長

市民全体の利
益を優先した
政策提言

市民益につながる
政策提言

・特定の地域のみならず、市
民全体の市民益につながる
ような政策提言を行う必要が
ある
・各議員が専門性を高め、政
策立案ができるようにしてい
く必要がある

・政策提言ができる議員としての
資質を身につける

・議員活動を通じて、政策提言のた
めの課題等を拾い上げ、議会にお
ける全員参加型の政策形成サイク
ルに反映させていく

・常時 ・議員

政治倫理の確
立

議員政治倫理条例
の研究

・県下においても政治倫理条
例が可決されている議会もあ
り、今後制定に向けた研究が
必要である

・議員責務として政治倫理を確立
していくため、引き続き研究を行
う

・研究に基づき、議員自らが点検を
行う

・平成24年度
中に結論を出
す
・条例の必要
性が課題

・新たな組
織で研究

市議会議員
の責務
(第25条)
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「議会改革・運営ビジョン」一覧

市議会の方向性
〔議会活動・運営をどうしていく〕

手段・手順・方法
〔どのようにして〕

達成時期等
〔いつまでに〕
・残された課題

実践してい
く場・組織

実現方策等
大項目 中項目 検討すべき項目

現状と課題及び
検討すべき項目とした理由

等
〔現在ある状態〕

自己研鑽

検討すべき項目な
し

・議員には市民の意見等を
政策化し、提案する能力が
常に求められているため、検
討すべき項目なし

市議会の活動
補佐

事務局体制の強化

・議会の専門性に伴い事務
局の専門性が求められること
から、在職年数を拡大し、議
会活動をサポートできる体制
づくりが必要となる

・議会改革の実効性を上げるた
め、事務局体制の充実を図る

・当面、事務局職員1名の増員を図
る

・平成25年4月
からの実現を
目指す
・議会改革に
伴う増員であ
りビジョンの実
現方策が課題

・議長

職務の遂行に
必要な知識と
能力の向上 法務・調査担当の

専任化

・政策立案型の議会にシフト
していくためには、法務・調
査担当の専任化が必要にな
る

・議会の政策立案能力を高める
ため、法務担当者の併任を継続
させる

・法制担当者の併任継続に係る議
会側の意向を市側へ伝える

・毎年12月 ・議長

市議会事務
局職員の責
務（第27条）

政策の調査、
審議のため
の機関
(第26条)

調査、審議を
学識経験を有
する者等に求
めること

学識経験の指
定にあたって
市民の多様な
意見の反映

検討すべき項目な
し

・附属機関の設置について
は、設置が必要になった段
階において検討すれば良い
ため、検討すべき項目なし

10


